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山梨県

水田農業高収益化推進計画

No.
策定年月

15
令和５年１月

見直し年月



１．水田において高収益作物・子実用とうもろこしの導入を図る目的

　山梨県は、豊富な日照時間と首都圏に近いという地の利を活かし、ぶどう、もも、すももなどの果樹を中心に、野菜、水
稲、花き、畜産等、地域の特色を活かした農業が営まれている。
　水田については、耕地面積の33%を占め、そのうち62%が主食用米であり、全国的に米の需要が減少する中、本県におい
ても需要に見合った米生産とともに、水田をフル活用した転換作物の産地づくりを推進するため、麦、大豆、加工用米、飼
料用米、そばなど土地利用型作物や野菜、果樹などの高収益作物への転換を促進し、転換面積も増加してきている。
　今後も主食用米の需要減少が見込まれることから、県では土地利用型作物への転換と併せ、高収益作物の導入を図
り、水田のフル活用を推進していく。



２．目標
（１）推進方針

（２）推進品目

ha ha
kg/
10a

kg/
10a 円 円

※　「用途」欄には、用途に応じて「生食用」「加工・業務用」「飼料用」「切り花用」等と記載する。
※　同一の品目であっても、用途や「露地／施設」の別が異なる場合、項目を分けて記載する。
※　「選定理由」欄には、①出荷先が確保されているか、②既存産地等との競合により需給バランスに乱れが生じないか、③ロットは確保できるか

などの観点にも留意して記載する。（関係資料の添付でも可。また、審査に当たって追加資料の提出を求めることがある。）
※　設定した目標値の妥当性が分かる資料（県や地域の統計など）を添付すること。

品目名 選定理由

（令和4年） （令和7年）

用途

　需要に応じた米生産の推進に向け、県・市町村の関係部局及び農業団体等との連携により、水田における野菜や果樹等の高収益作物の導入を推進すること
で山梨県の園芸振興を図る。
　当面は、いちごを推進品目として位置づけ、生産基盤・施設の整備や栽培技術の支援を行うことで安定生産を図り、１産地を創出する。
　また、需要に見合った米生産を推進するため、各地域の実情に応じた品目の選定・推進を図り、さらなる産地の創出を図る。

いちご 加工・業務用 施設

　主食用米と比べ単位面積当たりの収益性が高く、
水田農業の高収益化推進に適した品目であり、実
需者との連携により、加工・業務用として安定した
取引が見込まれるため。

現状値

販売額の向上収量の向上

現状値

（令和○年）（令和7年）

目標値現状値 目標値

（令和4年） （令和7年）

現状値 目標値

（令和4年）

目標値

0 0 6,437 0 141,714,203

（令和○年）

露地
／
施設

その他

目標
作付面積の拡大

1.4112



３．推進体制及び役割

【食糧花き水産課】
・推進計画策定のとりまと
め
・転換作物の作付推進

【果樹・6次産業振興課】
・支援事業の構築、推進

・産地の掘り起こし

【農業技術課】
・栽培技術の収集、普

及

【山梨県水田畑作農業再生協議会】
・需要に応じた作物への作付転換の推進
・産地交付金の活用による高収益作物の
拡大支援

【担い手・農地対策課】

・担い手の育成、確保

・農地集積に関する支援

【県地域農務事務所】
・支援事業の情報提供

農 家

【市町村・地域農業再生協議会】

・事業に関する助言や事業実施等

・地域の合意形成促進

山梨県 産 地

産地づくりに
向けた連携

指導・助言、
支援の実施

状況報告

【食品事業者】
・契約による安定的な取引

出荷安定に
向けた連携



４．目標達成に向けた取組
（１）品目共通の取組

（２）推進品目ごとの取組

取組内容
品目名

・各関係機関の連携により、密に情報共有を図るとともに、産地への指導、助言、支援を行う。
・新たな産地の掘り起こしと地域の特性に適した高収益作物等の産地形成を推進するため、情報収集を行う。
・生産基盤の強化及び栽培技術の普及・推進を図り、収益性の高い農産物の生産拡大を促進する。

いちご

地域と連携し各種補助事業の活用を
図りながら、計画的にハウスを新設す
ることで面積の拡大を行う。

複合環境制御装置や養液栽培装置
等の導入によるハウス内環境の調整
（長期出荷）、自動防除設備等の導入
による病防除の徹底等により、収量の
向上を図る。

実需者（食品事業者）との連携により
安定供給・販売体制を構築し、販売額
の向上を図る。

作付面積の拡大 収量の向上 販売額の向上 その他



５．産地推進計画の作成主体

No 作成主体名 関係市町村 備考

1 株式会社シャトレーゼファーム 中央市

※　各主体が作成した「産地推進計画」を添付するものとする。



１　計画作成主体の情報

名称

構成機関・団体名及び役割分担

２　推進品目及び目標

0 ha ha 0 kg/10a kg/10a 0 円 円

※　「用途」欄には、用途に応じて「生食用」「加工・業務用」「飼料用」「切り花用」等と記載する。

※　同一の品目であっても、用途や「露地／施設」の別が異なる場合や、出荷団体が複数ある場合には、項目を分けて記載し、

　　「産地名」欄に、●●農協、●●集落、●●学区など、一定のまとまりを持って高収益作物又は子実用とうもろこしの作付けに取り組む範囲が分かる名称を記載すること。

※　設定した目標値の妥当性がわかる資料（県や地域の統計など）を添付すること。

露地
／
施設

株式会社シャトレーゼファーム

現状値

その他

目標値

作付面積 収量

目標値 現状値

目標

加工・
業務用

イチゴ

（別添２）

No. 15-001

策定年月 令和５年１月

見直し年月

品目名

水田農業高収益化推進計画

株式会社シャトレーゼファーム　産地推進計画

用途

（令和7年） （令和4年）（令和4年）

現状値

141,714,203

目標値

（令和○年）

施設
中央市
高部地区

（令和4年）

現状値

産地名 販売額

目標値

（令和7年） （令和○年）（令和7年）

1.4112 6437

株式会社シャトレーゼファーム

山梨県中北農務事務所 中央市（産業課） 中央市地域農業再生協議会

・計画策定のとりまとめ支援

･栽培技術指導

・支援事業の情報提供、

実施
・経営安定所得対策等の推進、

中央市農業委員会

・農地情報の収集

・農地集約･集約の推進

出荷先(食品事業者)株式会社シャトレーゼファーム

山梨県中北農務事務所 中央市（産業課） 中央市地域農業再生協議会

・計画策定のとりまとめ支援

･栽培技術指導

・支援事業の情報提供、

実施
・経営安定所得対策等の推進、

中央市農業委員会

・農地情報の収集

・農地集約･集約の推進

出荷先(食品事業者)


